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 (別紙) 

  

地方の社会資本整備の促進を求める意見書 

 

 島根県では、人口減少と高齢化が進行する中、県土の９割を占める中山間地域では特

にその傾向が顕著となっており、これに歯止めをかけ、定住化を促進することが県土政

策における大きな課題となっている。 

このため、県民の安全・安心な生活と地域の経済活動を維持するうえで、最も基礎的

な社会資本である、高速道路や幹線道路、下水道、河川、砂防施設などの整備を図って

いくことが必要不可欠である。 

県民は、今夏の県西部を中心とした災害で、各地の道路が寸断され、河川の氾濫や多

くの土砂災害が発生し、災害に強い山陰道の整備や大橋川改修などの治水対策、脆くて

崩れやすい地質による土砂災害への対応などが急務であることを実感させられた。 

国土強靭化を強くうたう政府の方針に、本県の社会資本整備の促進を期待する一方、

国が財政健全化を理由に、地方への配慮を欠くことに大きな不安を抱いているところで

ある。 

加えて、７年後に開催が決まった東京オリンピックによって首都圏ばかりに光があた

り、地方との格差が一層拡大することが懸念される。 

よって、地方の重要な位置づけを明確にする上からも、国には平成２６年度予算編成

において、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

記 

１ 地方の安全・安心な生活の確保と定住人口の増加、地域活力の向上に資する社会資

本整備に必要な予算を十分に確保すること。 

２ 整備が遅れている山陰道については、国土のミッシングリンク解消のためにも、事

業中区間の早期完成と未事業化区間の早期事業化を図ること。 

３ 社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金等については、道路の整備や防災対策、

通学路の交通安全対策、河川改修、土砂災害対策、各施設の老朽化対策など、地域の

実態に鑑み、予算を重点配分すること。 

４ 大規模で広域的な災害に迅速に対応できるよう、国は危機管理の機能と体制の充実

を図ること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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